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「柔道整復師の施術の療養費の適正化への取組について」 

      の適切な実施について 

 

 厚生労働省では、柔道整復師の施術の療養費の適正化への取組として、平成 21

年 11 月の行政刷新会議や、会計検査院の平成 21 年度決算検査報告（平成 22 年

11）の指摘を踏まえ、多部位（負傷の部位が複数あること）請求の適正化、領収

書・明細書の発行義務付け及び柔道整復施術療養費支給申請書への施術日記載の

義務付け等、主に施術者側の適正化を実施してきました。 

加えて、「柔道整復師の施術の療養費の適正化への取組について」（平成 24 年 3

月 12 日付保医発 0312 第 1 号・保保発 0312 第１号・保国発 0312 第 1 号・保高発

0312 第 1 号厚生労働省保険局医療課長、保険課長、国民健康保険課長及び高齢者

医療課長連名通知）により、保険者による柔道整復師の施術の療養費の適正化へ

の取組や留意事項を示し、適切な実施をお願いしたところです。 

この通知は、患者調査等の実施にあたり、「被保険者及び施術所等の負担の軽

減」、「支給決定までの迅速化」及び「手続きの公正さ」といった点を勘案しつつ、

保険者が療養費の適正化に取り組むことを主眼としています（「別添」を参考願

います。）。 

保険者におかれましては、こうした通知の趣旨をご理解頂き、患者調査等の適

切な実施に努めていただくよう、お願いいたします。 

また、地方厚生（支）局保険主管課、都道府県民生主管部（局）国民健康保険

主管課（部）及び都道府県後期高齢者医療主管部（局）後期高齢者医療主管課（部）

におかれましては、貴管下保険者において、適切な取扱いがなされるよう、ご協

力をお願いいたします。 

 

 



（別添） 
 

「柔道整復師の施術の療養費の適正化への取組について」 

       （平成 24 年 3 月 12 日付（連名通知））（抜粋） 

 

保険者が柔整療養費の適正化への取組の実施にあたり勘案すべき点の通知の記述例は、
以下のとおり。 
 
（被保険者や施術所等の負担の軽減の観点） 

 ○ 施術後の文書照会まで相当期間が経過すると、患者の記憶が曖昧になり照会の意義が

薄れることから、適切な時期に実施すること。 

（「別添２ 患者調査の手法（参考例）」の（1）②に記載） 

 ○ 調査票の作成に当たっては、患者にわかりやすい照会内容や記述しやすい回答欄の作

成に努めること。 

（「別添２ 患者調査の手法（参考例）」の（1）③に記載） 

 ○ 再照会にあたっては、次の点に注意しながら、患者の立場に立って、患者にわかりや

すい質問内容とすること。 

  ア 主に文書照会にかかる回答に対して行うものとし、患者が認識していることについ

て、正しく把握すること 

  イ 保険者側の先入観や仮定の判断を踏まえた誘導的な聞き取りは行わないこと 

（「別添２ 患者調査の手法（参考例）」の（2）に記載） 

 ○ 施術所等に照会を行う場合には、照会の内容を明確にすること及び適切な方法（例え

ば、文書による方法のほか、電話又は施術所等に赴き、事実の確認を行うなど）による

対応をされたいこと。 

（「別添２ 患者調査の手法（参考例）」の（3）に記載） 

 
（支給決定までの迅速化の観点） 

 ○ 再照会を行う場合には、支給決定までに多くの時間がかかることのないよう、適切な

方法（文書だけによらず電話や面会）により対応されたいこと。 

（「別添２ 患者調査の手法（参考例）」の（2）に記載） 

 ○ 申請書の返戻については、主に記載内容や添付種類の不備などの補完を行わせるため

のものであり、明確な理由を示さずに返戻を繰り返すことのないよう、適切に対応され

たいこと。 

（「４.外部委託及び返戻の留意事項」の②に記載） 

 
（手続きの公正さの観点） 

 ○ 文書照会の選定対象基準を事前に策定する。 

（「別添２ 患者調査の手法（参考例）」の（1）①に記載） 

 ○ 再照会にあたっては、次の点に注意しながら、患者の立場に立って、患者にわかりや

すい質問内容とすること。＜再掲＞ 

  ア 主に文書照会にかかる回答に対して行うものとし、患者が認識していることについ

て、正しく把握すること。 

  イ 保険者側の先入観や仮定の判断を踏まえた誘導的な聞き取りは行わないこと。 

 



 

 ○ 施術所等に照会を行う場合には、照会の内容を明確にすること及び適切な方法（例え

ば、文書による方法のほか、電話又は施術所等に赴き、事実の確認を行うなど）による

対応をされたいこと。＜再掲＞ 

 ○ 被保険者等に対し、柔整療養費に対しての正しい知識を普及させるため、柔整療養費

の支給対象となる負傷等について、パンフレットの配布等周知を図られたいこと。 

（「３.保険適用外の施術についての被保険者等への周知徹底」に記載） 

 ○ 保険者が、療養費の支給決定までの事務を民間業者へ外部委託することは、健康保険

法（大正十一年法律第七十号）、国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）及

び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）に制約する規定はな

いが、保険者が有する権能（返戻、支給・不支給の決定など）を委託することはできな

いこと。 

   民間業者への外部委託に当たっては、被保険者等に誤解を生じさせないよう、また個

人情報の保護に関して適切に取り扱われるとともに、契約内容が適切に履行されるよう、

保険者が責任をもって、指導・監督を行うこと。 

（「４.外部委託及び返戻の留意事項」の①に記載） 

 

 


